別紙様式１－３－１
○○大学大学院○○研究科○○専攻
基準１－３　法科大学院の教育研究活動等に関する情報の公表が適切であること

分析項目１－３－１　法令により公表が求められている事項を公表していること

【分析の手順】
・法科大学院の目的、方針その他法令が定める教育研究活動等についての情報を、社会に対し、刊行物の配布、ウェブサイトへの掲載等の方法により広く公表していることを確認する。

法令が定める教育研究活動等についての情報の公表状況一覧（別紙様式１－３－１）
※　公表状況について、ウェブサイトで公表している場合は、その情報が掲載されているウェブページが直接閲覧できるURLを記載してください。ウェブサイト以外で公表している場合は、URLではなく具体的な公表方法を記載してください。
※　他の法令等の箇所において記載してもらう場合には、「公表状況」欄において該当Noを記載しています。

	No
	公表が求められている事項（法令の条文等抜粋）
	公表状況（刊行物、ウェブサイト（URL等））

	
	《学校教育法　第109条》

	１
	第１項


	大学は、その教育研究水準の向上に資するため、文部科学大臣の定めるところにより、当該大学の教育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備（次項及び第五項において「教育研究等」という。）の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。
	



	
	《学校教育法施行規則　第158条》

	２
	


	学校教育法第百二条第二項の規定により学生を入学させる大学は、同項の入学に関する制度の運用の状況について、同法第百九条第一項に規定する点検及び評価を行い、その結果を公表しなければならない。
	※該当する場合のみ記載



	
	《学校教育法施行規則　第172条の２》

	３
	第１項
	大学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を公表するものとする。
	

	４
	
	一　大学の教育研究上の目的及び第百六十五条の二第一項の規定により定める方針に関すること
	

	５
	
	二　教育研究上の基本組織に関すること
	

	６
	
	三　教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること
	

	７
	
	四　入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること
	

	８
	
	五　授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画（大学設置基準第十九条の二第一項（大学院設置基準第十五条において読み替えて準用する場合を含む。）、専門職大学設置基準第十一条の二第一項、専門職大学院設置基準第六条の三第一項、短期大学設置基準第五条の二第一項及び専門職短期大学設置基準第八条の二第一項の規定により当該大学が自ら開設したものとみなす授業科目（次号において「連携開設科目」という。）に係るものを含む。）に関すること
	

	９
	
	六　学修の成果に係る評価（連携開設科目に係るものを含む。）及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること
	※No17～18に記載

	10
	
	七　校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること
	

	11
	
	八　授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること
	※No25に記載

	12
	
	九　大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること
	

	13
	第２項
	専門職大学等及び専門職大学院を置く大学は、前項各号に掲げる事項のほか、学校教育法第八十三条の二第二項、第九十九条第三項及び第百八条第五項の規定による専門性が求められる職業に就いている者、当該職業に関連する事業を行う者その他の関係者との協力の状況についての情報を公表するものとする。
	

	14
	第４項
	大学は、前各項に規定する事項のほか、教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報を積極的に公表するよう努めるものとする。

	※No16に記載

	
	《法科大学院の教育と司法試験等との連携に関する法律第５条》

	15
	
	法科大学院を設置する大学は、当該法科大学院における教育の充実及び将来の法曹としての適性を有する多様な入学者の確保に資するため、次に掲げる事項を公表するものとする。
	

	16
	
	一　当該法科大学院の教育課程並びに当該教育課程を履修する上で求められる学識及び能力
	

	17
	
	二　当該法科大学院における成績評価の基準及び実施状況
	

	18
	
	三　当該法科大学院における修了の認定の基準及び実施状況
	

	19
	
	四　当該法科大学院の課程を修了した者の進路に関する状況
	

	20
	
	五　その他文部科学省令で定める事項
	※No22～27に記載

	
	《専門職大学院設置基準　第20条の７》

	21
	
	連携法第五条第六号の文部科学省令で定める事項は、次に掲げるものとする。
	

	22
	
	一　入学者選抜における志願者及び受験者の数その他入学者選抜の実施状況に関すること
	

	23
	
	二　当該法科大学院に入学した者のうち標準修業年限以内で修了した者の占める割合及び年度当初に当該法科大学院に在籍した者のうち当該年度途中に退学した者の占める割合
	

	24
	
	三　当該法科大学院が開設する授業科目のうち基礎科目若しくは応用科目又は選択科目として開設するものの名称
	

	25
	
	四　授業料、入学料その他の当該法科大学院が徴収する費用及び修学に係る経済的負担の軽減を図るための措置に関すること
	

	26
	
	五　当該法科大学院に入学した者のうち連携法第十条第一号又は第二号に該当していた者それぞれの占める割合及びこれらの号に該当していた者（当該法科大学院の課程を修了した者又は同課程に在学する者に限る。）であって、司法試験法（昭和二十四年法律第百四十号）第一条第一項に規定する司法試験（以下単に「司法試験」という。）を受けたもののうち当該試験に合格したものの占める割合
	

	27
	
	六　連携法第六条第一項の認定を受けた同項の法曹養成連携協定（第二十条の八第二項において「認定法曹養成連携協定」という。）の目的となる法科大学院（以下「認定連携法科大学院」という。）にあっては、当該認定連携法科大学院に入学した者のうち当該認定連携法科大学院における教育との円滑な接続を図るための大学の課程（以下「認定連携法曹基礎課程」という。）を修了して当該認定連携法科大学院に入学した者の占める割合及び当該認定連携法曹基礎課程を修了して当該認定連携法科大学院に入学した者（当該認定連携法科大学院の課程を修了した者又は同課程に在学する者に限る。）であって、司法試験を受けたもののうち当該試験に合格したものの占める割合
	※該当する場合は、別紙様式１－３－２に記載（当様式には記載不要）

	28
	
	七　当該法科大学院の課程に在学する者であって、司法試験法第四条第二項の規定により司法試験を受けたものの数及びこれらのもののうち当該試験に合格したものの占める割合
	※令和５年度においては、公表対象外



